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「新しい時代の保険者⾃治に向けて〜企業年⾦・健康保険組合に
対する労働組合の関与とガバナンス〜」
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報告２



本⽇の報告内容について
•本⽇の報告は、
•報告①「第２章 企業型確定拠出年⾦（ＤＣ）導⼊企業におけ
る労働組合の関与について－「未指図」の状況を中⼼に」
•報告②「第４章 健康保険組合と労働組合の関わり－健康保険
組合の設⽴の種類と⼥性の被保険者増加への対応」
の２つの内容について報告いたします。
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報告①企業型確定拠出年⾦と労働組合
•公的年⾦の補完役割としての企業年⾦の重要性。
•企業型ＤＣ︓企業が掛⾦を拠出し、従業員が⾃ら運⽤商品を選
択する制度であるが、⾦融リテラシーの低さや運⽤商品の複雑
性により、運⽤指図を⾏わない「未指図」者が増加。
•「未指図」の資⾦は運⽤されないため、物価上昇下ではその価
値は⽬減り。
•本研究では、連合総合⽣活開発研究所の調査と厚⽣労働省より
開⽰を受けた企業年⾦データを接続し、労働組合の有無や労使
協議の実施状況が企業型ＤＣの制度設計や運⽤商品ラインアッ
プに与える影響を実証的に検討した。

3



未指図者の状況
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未指図者の状況

加⼊者に占める未指図者数
総資産額に占める未指図資産額の割合

•労働者⾃らが、運⽤先を選定
することは⾃⼰責任
•中⽴的な⽴場での助⾔者が必
要。
•「指定運⽤⽅法」の適⽤者数
も増加傾向。
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労働組合が会社、基⾦とDCの商品ライン
アップの協議をしていると、運⽤商品の種類
が豊富になる傾向

5



労働組合が会社と企業年⾦に関する労使協議を実施している場合、
DCの商品ラインアップ、デフォルトンド、協議も会社や基⾦と
も実施している
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未指図の有無に関する⼆項ロジスティッ
ク分析結果
• 使⽤データ︓「連合・連合総研 企業年⾦・健康保険に関する調査
（全単組調査）」と厚⽣労働省から提供をうけた企業年⾦データ
• 被説明変数 未指図あり＝1，なし＝0
（結果は、図表2－10）
①従業員数が多いほど、運⽤の⽅法名が豊富なほど、有価証券型の商
品数の割合が多いほど、「未指図」が⽣じやすい。
②「選択制確定拠出年⾦」を導⼊していると、「未指図」はおきにく
い。
③「過去１年間における会社と企業年⾦に関する労使協議」を実施し
ていると、「未指図」はおきにくい。
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報告①まとめと提⾔
• 加⼊者⾃⾝が企業型ＤＣ制度に関⼼を持ち、主体的に商品選択に取
り組まない限り、「未指図」の根本的な解決は難しい。
• 企業側や運⽤機関による商品説明が本当に個々の加⼊者のライフス
タイルや将来の⽣活設計をも考慮した内容になっているかについて、
労働組合も「労働条件」の交渉事項として⾼い関⼼をもつ必要があ
る。
• ⼈⽣で初めての運⽤指⽰の機会にとまどう労働者も少なくない。労
働組合が、事業主側による投資教育とは別個の投資教育機会を提供
し、⻑期分散投資の重要性や元本確保型偏重の問題点、適切な時期
での運⽤先の再検討の必要性、⼀⾒するだけでは分かりにくい⼿数
料の解説を⾏い、労働者の豊かな⽼後⽣活に寄与することも組合活
動の⼀つではないだろうか。
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報告②健康保険組合のがん検診実施状況
×労働組合
•⼥性被保険者の増加に、健康保険組合×労働組合はどう対応し
ているのか。労働市場における⼥性労働者の増加に加え、社会
保険の適⽤拡⼤にともなう短時間労働者の増加も視野
•健康保険組合の設⽴形態（単⼀型・総合型・連合型）と労働組
合との関係性
•国の「第４期がん対策推進基本計画」(2003年３⽉)では、がん
検診受診率および精密検査受診率の向上が課題。健康保険組合
におけるがん検診（⼥性特有のがん、それ以外のがん）の実施
状況から分析
•使⽤データ︓健康保険組合連合会から提供を受けた健康保険
データ（2016年、2019年）
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社会保険の適⽤拡⼤の影響
•被保険者の増加による保険料収⼊の増加と、医療給付費・拠出
⾦の増加とのバランスが焦点。

 ⼥性の被保険者
の増加と被扶養
者の減少。

 産業別では、労
働者派遣業や学
術研究、専⾨・
技術サービス業
で、⼥性の被保
険者数も被扶養
者数も増加。
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健康保険組合の種別と過半数労働組合の
有無
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単⼀健保組合においては、過半数労働組合がある
場合に、労働組合の議員・理事の割合が⾼い傾向
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⼥性被保険者数の増加と労働組合の関与が各
種がん検診の実施・費⽤補助に及ぼす影響
• 2016年および2019年のデータセット（両年とも回答があり、
かつ当該期間中に統合・廃⽌・新設等の組織変更がない健康保
険組合）を対象（健康保険組合連合会提供データ）
•⼦宮がん検診（頸部）、⼦宮がん検診（体部）、乳がん検診
（Ｘ線）、乳がん検診（超⾳波）（⼥性特有・⼥性に多いが
ん）
•胃がん検診（Ｘ線）、肺がん検診（Ｘ線）、⼤腸がん検診（便
潜⾎）（両性とも）
•前⽴腺がん検診（ＰＳＡマーカー）（男性特有のがん）
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報告②の主な結果
• ⼥性の被保険者数の増加、変化率→検診の実施、費⽤補助に結びつ
きやすい（⼦宮がん検診、乳がん検診）
• 互選理事に占める労働組合出⾝者の割合が⾼いほど、⼦宮がん（頸
部）、乳がん検診（X線）、乳がん検診（超⾳波）の実施、費⽤補
助が⾏われやすい。これは、他のがん検診（胃がん検診（費⽤補助
のみ）よりも統計的に有意⽔準が⾼い。
• 過去に実施していた、費⽤補助をしていた検診内容は、その後も引
き継がれやすい（⼀度導⼊すると、踏襲されやすい）
• 健保組合において、がん検診を重点事業としていると、⼥性ならで
はのがん検診が実施されやすい。
• 健保組合の実質保険料率（調整保険料含む）が上昇すると、胃がん
検診、肺がん検診、⼤腸がん検診の費⽤補助が後退する傾向。
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2つの報告に関するまとめ
•企業型確定拠出年⾦（DC）、がん検診の実施内容は、労働者
の⽣活に重要な事項。労働者の⾃⼰責任論の問題。
•労働組合のコミットメントが、「未指図」の抑⽌になる可能性
•⼿数料を含めた中⽴的な⽴場での組合員への「⾦融リテラ
シー」の形成⽀援（DCも、労働条件の⼀つ）
•⼥性の健康課題への⽀援の重要性（労組、健保組合の連携）
•①費⽤補助制度の継続と拡充（「就労扱い」での検診受診、費
⽤補助など）
•②多様化する労働者の声を反映できる意思決定機関の重要性
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